
 環境省では、企業の公表する環境情報が投資家等により積極的に利用さ
れることを通じ、グリーン経済の構築及び中長期的な企業価値向上に資す
るための情報開示基盤を、平成25年度から試行整備中です。試行2年目と
なる本年度は、昨年度の成果を踏まえ、企業の実務負担に配慮しつつ、入
力いただくフォーマットの項目を大きく見直し、開示基盤の操作性の向上、英
語対応などの改善を行い、利便性・活用可能性を大幅に向上させています。 

 本基盤を試行的に活用いただきたく、本年度も、環境情報の入力に協力
いただける企業の方々を、募集いたします。 

日本版スチュワードシッ
プ・コード等により、環境
情報を、ＥＳＧ投資等の
判断材料として積極的に
活用する動きが活発化。 

環境情報を、適時適切・
比較可能な形で容易に
入手することが困難とい
う現状。 

投資家等へ効率的に環境情報を提供する、統一的な情
報開示基盤を整備し、企業と投資家等をダイレクトに結
ぶことが重要。 

環境情報に関する情報開示基盤を整備することで、環境に配慮した経営を行う企業が正しく評価され、そのような企業
に資金が流れる社会システムの構築を目指します。 

財務情報は、情報開示基盤が既に存在し、投資家等に
円滑に企業の情報が届いているが、非財務情報は、情
報開示基盤が未整備。 

ＥＤＩＮＥＴなど 

非財務情報 財務情報 

環境情報を実際に利用している投資家等から、必
要とされる情報を聴取しつつフォーマットに反映 
ＸＢＲＬ（※）を採用し、情報の加工や比較流通、再利
用が容易にできるよう設計 
企業の気候変動対策に関するデータベースを有する
ＣＤＰ（カーボン・ディスクロージャー・プロジェクト）との
データ連携 

参加した他社情報の検索や比較等ができ、自社の
情報開示の改善等に活かせます 
投資家等からのフィードバックやアンケートの分析結
果等、企業価値向上に必要な環境情報のあり方に
ついて有益な情報を得られます 

情報開示基盤 

（※）ＸＭＬベースのコンピューター言語で、金融庁のＥＤＩＮＥＴなど、国内外の財務情報基盤で広く利用されています。 

試行事業の内容や、参加申込、質問等は、裏面をご覧ください。 

環境省 

企業価値向上 



ご参考 
環境省ホームページ 報道発表 「平成２６年度環境情報開示基盤整備事業」における情報登録企業・情報閲覧金融
機関等の募集について（お知らせ） 
 

② アンケート回答 

企業 

環境情報開示 
システム 

事務局 

金融機関
等 

① ＷＥＢ上で登録 

⑥ フィードバック ⑤ アンケート回答 

③ ＷＥＢ上で閲覧、ファ
イルダウンロード 

企業には本事業で整備する情報開示基盤（環境情報開示システム）への入力とアンケートに、金融機関等には同
システムに入力されたデータの閲覧とアンケートに協力いただきます 
アンケート結果は、本事業の改善に活用する他、統計処理・匿名化した上で参加者にフィードバックいたします 

入力時の視認性や操作性を重視し、企業、金融機
関双方の利便性向上を図りました 

 

 

企業、投資家へのヒアリングを重ね、双方のメリットと
なるよう、入力項目を精査いたしました 

 

投資家向けの情報開示フォーマットとして認知されて
いるＣＤＰの質問項目等を参考に、幅広い企業に回
答いただけるよう質問項目を選定しました 

 

本事業独自の質問項目を追加することで、投資家に
向けた活用可能性の向上を図りました 
 

システム機能に関する500件以上のご意見を参考に
検討を実施 

お問い合わせ先  
● 事業内容・募集について 
  株式会社ＮＴＴデータ 公共システム事業本部 第一公共システム事業部 （担当：小林、森田） 
     TEL：050-5545-6516 E-mail：env_report@am.nttdata.co.jp   
● 本施策について 
  環境省 総合環境政策局 環境経済課 （課長補佐：齋藤 担当：大川、田中） 
    TEL： 03-5521-8240 

実施内容 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 

募集 

説明会 

企業による登録期間 

金融機関等による閲覧期間 
（参加企業も閲覧できます） 

アンケート 

業務結果報告シンポジウム 

金融機関等 
（１次）募集 
※終了 

企業募集 
金融機関等（２次）募集 

④ 情報の活用・評価 

ＣＤＰ 連携 

入力項目は、企業、投資家等のご意見を受け、９００
件以上の項目案から選定 

20機関の 
参加が決定 

ＣＤＰとのデータ連携により、既にＣＤＰに回答済み
の企業による本システムへの登録の負担軽減を図っ
ています 
英語化対応についても進めています 

 

入力企業、閲覧機関のさらなるニーズに対応 

環境情報開示基盤整備事業 検 索 
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